
平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価____事務事業調書事務事業調書事務事業調書事務事業調書　（　（　（　（評価対象事業評価対象事業評価対象事業評価対象事業））））

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 20

決算額

繰越額

2,303

3,000

0 0

会計

事業タイプ

経費区分

事業内容の広報　募集　審査　補助対象者決定　実績内容
確認　補助金交付

事
業
費
／
千
円

H23（2011） H24（2012）

3,000予算額

区分

事
業
要

員

タ
イ
プ

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

伝統的民家普及促進事業伝統的民家普及促進事業伝統的民家普及促進事業伝統的民家普及促進事業

開始年度 2007 終了年度 9999

目的 地域の歴史、景観あるいは生活史を表現している伝統的民家普及を促進し、個性的な地域づくりに資することを目的とする。
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事業名

部署名 建築営繕室

福井の歴史的建造物保存促進事業審査委員会が認めた「ふくいの伝統的民家」の新築または改修に要する費用の一部を補助す
る。1件当り改修事業は工事費の1/2以内（上限額3,000千円）、新築事業は工事費の2/3以内（上限額1.600千円）とする。国
費（社会資本整備総合交付金）、県費の支援を受け実施する。

事業コード

2420
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活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

交付金事業
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基本施策
体系

重点施策
体系

「ふくいの伝統的民家」認定戸数 目標値 10101010 10101010 10101010 10101010 10101010戸

実績値 10101010 15151515

伝統的民家普及促進事業実施戸数 戸 目標値 1111 1111 1111 1111 1111

計算
根拠

実績値 3333 2222

達成率
（％）

300300300300 200200200200

実数値

ランク AAAA ＡＡＡＡ

都市機能の充実したまちづ
くり

調和のとれた都市空間を形
成する

公園・景観

基本目標 属性 基本施策

景観の保全

実施施策

5022

H23事業名 伝統的民家普及促進事業 2420

829
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

「ふくいの伝統的民家」認定戸数H18:10戸、H19：10戸、H20：35戸、Ｈ21：24
戸、Ｈ22：10戸となっている。今後、認定された民家の改修が予想される。

根
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事業名

主体

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

景観形成、伝統的民家を保存することが必要である。そのため、工事に対し補助
をすることで普及促進を行う。
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【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

補助金等の活用

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名

所管課

根
拠

ない

補助率、補助対象額を減額することでコスト削減ができる。しかし、県下の自治
体が同率、同額で行っているため堅持したい。

根
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財源は国：1/2*0.45=0.225　県：1/2　市：1/2*0.55=0.275　となっている。社
会資本整備事業総合交付金事業の提案事業のため、基幹事業を増加することで提
案事業枠が増える。

根
拠

補助率、補助対象限度額を増加することで成果の向上が期待できる。しかし、公
費の補助のため現在の額が妥当と考える。

根
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掌握事務や制度等の変更を伴わずに、昨年度同様の形
態で実施する。
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【平成25年度　方向性】

掌握事務や制度用の変更を伴わずに、昨年度同様の形
態で実施する。

平
成
2
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度
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【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

H23事業名 伝統的民家普及促進事業 2420

830


